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(57)【要約】
【課題】被測定物の粒度を三次元測定に基づいて測定で
きる粒度測定装置および粒度測定装置を提供する。
【解決手段】波源１から出射された可干渉ビームを、物
体６への照射波２ａと参照波２ｃに分岐し、被測定面か
らの拡散反射波である物体波２ｂと参照波２ｃを干渉さ
せるホログラフィ干渉系を構築し、撮像面１０ａで観測
された参照波２ｃと物体波２ｂとの干渉縞を観測し、デ
ジタルホログラフィによる再生計算にて物体像を再生す
る。二波長でそれぞれ記録し再生した物体像の位相差を
とり、等高線間隔を拡大した後、位相接続にて被測定面
の表面形状を復元する。物体像の振幅の大きさにより被
測定面を構成する粒子の内部領域の座標を抽出し、個々
の粒子の粒径を演算する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粒状の物質からなる被測定物に可干渉なビームを照射し、その反射光と参照光との干渉
縞をカメラで撮像してホログラム画像を得て、該ホログラム画像から前記被測定物の形状
データを導出して、該形状データから被測定物の粒度を調べる粒度測定装置であって、
　前記可干渉なビームを出射する光源手段と、
　前記可干渉なビームを分岐し、一方のビームを前記被測定物の表面に照射し、他方のビ
ームである参照波と、前記一方のビームが前記被測定物の表面で拡散反射した物体波とを
干渉させて干渉縞を生成するホログラム生成用干渉光学系と、
　前記干渉縞を撮像してホログラムの画像データを出力する撮像手段と、
　前記ホログラムの画像データを用いて、回折計算の逆変換演算によって前記被測定物の
表面の凹凸情報を含む復元データを算出し、該復元データに基づき前記被測定物の粒度を
導出するデータ処理手段と、
からなることを特徴とする、粒度測定装置。
【請求項２】
　前記ホログラム生成用干渉光学系は、前記参照波のビームの光路中に該ビームに所定の
位相遅延を付与するための位相遅延器を具備することを特徴とする、請求項１に記載の粒
度測定装置。
【請求項３】
　前記データ処理手段は、前記ホログラムの画像データについて回折計算の逆変換演算を
高速フーリエ変換により実行して再生像を算出し、該再生像から位相接続により前記被測
定物の各粒子の３次元形状データである前記復元データを導出し、該復元データに基づき
前記各粒子の形状を予め設定した所定の形状で近似して該各粒子の大きさを算出して、前
記被測定物の粒度を導出することを特徴とする、請求項１又は請求項２に記載の粒度測定
装置。
【請求項４】
　前記光源手段は、可干渉な第１のビームと、該第１のビームと波長が異なり可干渉な第
２のビームとを別々に出射でき、
　前記データ処理手段は、前記第１のビーム及び第２のビームそれぞれにより得たホログ
ラムの画像データに対して、回折計算の逆変換演算を高速フーリエ変換により実行して第
１の再生像及び第２の再生像を算出し、該第１の再生像及び第２の再生像の位相差を算出
して新たな再生像を得て物体の表面形状を算出することを特徴とする、請求項３に記載の
粒度測定装置。
【請求項５】
　前記光源手段は、赤外波長域の可干渉ビームを出射することを特徴とする、請求項１～
５のうちのいずれか１項に記載の粒度測定装置。
【請求項６】
　粒状の物質からなる被測定物に可干渉なビームを照射し、その反射光と参照光との干渉
縞をカメラで撮像してホログラム画像を得て、該ホログラム画像から前記被測定物の形状
データを導出して、該形状データから被測定物の粒度を調べる粒度測定方法であって、
　前記可干渉なビームを光源から出射する手順と、
　前記可干渉なビームを分岐し、一方のビームを前記被測定物の表面に照射し、他方のビ
ームである参照波と、前記一方のビームが前記被測定物の表面で拡散反射した物体波とを
干渉させて干渉縞を生成するホログラム生成手順と、
　前記干渉縞を撮像してホログラムの画像データを出力する撮像手順と、
　前記ホログラムの画像データを用いて、回折計算の逆変換演算によって前記被測定物の
表面の凹凸情報を含む復元データを算出し、該復元データに基づき前記被測定物の粒度を
導出するデータ処理手順と、
からなることを特徴とする、粒度測定方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物質の粒度を測定する装置および方法に関し、特に高炉内の炉頂面における
堆積物の粒度測定に好適な技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、鉄鉱石を溶解する高炉では、通常、炉の上部から炉内部に装入物であるコーク
スや鉄鉱石を焼き固めた焼結鉱等を交互に装入される。その際、装入物が形成した堆積物
の上端面である炉頂面の鉛直断面プロフィールが、およそV字型になるように装入シュー
ト等で振り分けて装入される。炉頂面の鉛直断面プロフィール（以下では「炉頂プロフィ
ール」とも記す）をV字型にすることは、高炉での鉄鉱石の還元反応を円滑に進め操業を
安定化し、生産性を向上する上で非常に重要である。
【０００３】
　炉頂プロフィールを測定する手法としては、特許文献１～３に記載されているように点
状光や線状光を炉頂面に照射し、反射光のつくる軌跡を撮像装置で撮像し、像の輝線位置
から三角測量法により反射点までの距離を測定する、光切断法を基本とした炉頂プロフィ
ールの測定装置や測定方法が知られている。
【０００４】
　他方、装入物の粒度構成に起因する粒度偏析は、炉内成分の偏りや通風性の悪化により
高炉の不況を招くため、炉頂プロフィール同様、高炉の安定性や生成される銑鉄の品質を
確保する上で非常に重要である。炉頂面での装入物の粒度（粒径）の分布を測定する装置
および方法として特許文献４には「粒度検出装置および方法」の発明が開示されており、
その手法は特許文献１～３と基本的には類似の距離測定手段を用いて、測定した距離と投
受光器の配置、粒子の境界で生じる死角のピッチにより粒径を演算するというものである
。また、特許文献５には、ベルトコンベアにより搬送中の粒状体を照明し、テレビカメラ
で撮像し、撮像輝度が粒子の境界で暗くなることを利用して、輝度画像のパワースペクト
ルに基づいて平均粒度を推定する方法が開示されている。ただし、当該技術は、高炉外に
おける粒度測定技術である。なお、ここで粒度とは粒径の程度を段階的に層別した数値で
ある。又、粒径の定義は測定方法によって異なる。例えば特許文献４や特許文献５に記載
されているような装入物を撮像した輝度画像の明暗により粒径を推定する方法では、暗黙
的に画像の水平方向あるいは垂直方向の明暗の周期を粒径とする定義としている。
【０００５】
　しかしながら、特許文献４に記載された粒度検出技術において粒の境界を高精度に検出
するには、点状光を密に走査する必要があり、実操業における原料装入により時々刻々と
変化する炉頂面全体の粒度分布を測定する場合には、走査だけでも膨大な時間がかかり過
ぎてしまうことがあった。また粒子の中心が一直線上に並んでいるわけではないので一直
線上で走査して測定したレーザの投光角の死角ピッチ、あるいは輝度画像の一走査線上に
おけるパワースペクトルのピークも必ずしも粒度に対応しておらず、測定精度が十分に確
保できないこともありえる。
【０００６】
　一方、光切断法や格子縞投影法などの三角測量法以外の三次元計測方法として、デジタ
ルホログラフィによる方法がある。デジタルホログラフィは、物体に照射され拡散反射し
た光（「物体光」と呼ぶ）と波面の基準となる参照波を、カメラの撮像面で干渉させた干
渉縞をホログラム像として記録し、当該ホログラム像をコンピュータに取り込んでデジタ
ルデータ化し、フレネル変換やフーリエ変換による逆回折計算で物体像の再生を行う技術
である。デジタルホログラフィは、物体表面の形状を反映した物体像の位相を直接扱える
という、従来の光学的手段のみによるホログラフィにない利点をもつ。
【０００７】
　また、光切断法や格子縞投影法などの三次元形状測定技術では、撮影範囲に比べ線状の
狭い照射範囲でしか表面形状を測定できず、被測定面全体の形状を測定するには、走査や
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格子縞間隔を狭くする必要があるが、デジタルホログラフィによればレーザ光の照射範囲
とほぼ同等の面積を撮影範囲とすることが可能なため、効率的に密に形状を測定できる。
【０００８】
　なお、デジタルホログラフィで再生した物体像の位相は－πからπまでの２πの範囲し
かとらないため、Ｗｒａｐｐｅｄ　Ｐｈａｓｅとよばれ、物体の高さが２πに相当する高
さ間隔（本願では「等高線間隔」と記す）を超える場合、－πからπ、あるいは、πから
－πへの位相の反転が起きる。物体像の位相を連続的に接続して、物体の高さに相当する
位相（Ｕｎｗｒａｐｐｅｄ　Ｐｈａｓｅ）を復元する技術は位相接続（Ｐｈａｓｅ　Ｕｎ
ｗｒａｐｐｉｎｇ）と呼ばれており、非特許文献１に開示されている。等高線間隔は、用
いるレーザ光の波長程度であるため、位相接続回数が多くなり計算時間がかかるので、そ
の対策として等高線間隔を拡大して表面形状を測定する方法が非特許文献２に開示されて
いる。これらのデジタルホログラフィに関連する技術は、近年のＣＣＤ、ＣＭＯＳカメラ
や計算機の発展により、工業的な実用性も高まりつつある。
【０００９】
　デジタルホログラフィによる粒子の形状の計測方法としては、例えば特許文献６で液滴
の粒径を評価する方法が開示されており、物体の前面に光を照射し、物体を透過あるいは
後方へ散乱した光と、物体の存在する周囲の空間を透過した光との干渉縞を記録する透過
型の光学配置を採っている。
【００１０】
【特許文献１】特公昭５６－９６４４号公報
【特許文献２】特開昭５４－６５０５９号公報
【特許文献３】特開２００２－２２０６１０号公報
【特許文献４】特開平１０－１７６９０８号公報
【特許文献５】特開平２－２６４８４５号公報
【特許文献６】特開２００７－２６３８６４号公報
【非特許文献１】“Ｔｗｏ－Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　Ｐｈａｓｅ　Ｕｎｗｒａｐｐｉｎ
ｇ，Ｔｈｅｏｒｙ，Ａｌｇｏｒｉｔｈｍｓ，ａｎｄ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ”，Ｗｉｌｅｙ－
Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ，１９９８年，第２章
【非特許文献２】光学　３５巻１１号（２００６）５９６－６０１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献６の方法は被測定物である液滴が存在する周囲の空間が照射す
る光に対して透明である場合に有効な方法であり、高炉に装入された原料のように照射す
る光（あるいは一般的に電磁波）に対して不透明な物体が密に堆積した場合、このような
透過型の光学配置は採れない。更に、特許文献６の方法などでは、例えば焼結鉱のように
外形表面粗度が粗い物体を、比較的短い波長の光を使って観測する場合、被測定物による
光の散乱が大きくなるのみならず、炉内の粉塵による散乱による減衰も受けるため、物体
の像を再生するに十分な光量を得ることが難しい。外形表面粗度と比較して長い波長のマ
イクロ波を使うことも考えられるが、現状、マイクロ波領域でデジタルホログラフィを実
現するための高速に撮像可能な市販の撮像素子はない。
【００１２】
　以上に述べた従来技術の問題点に鑑みて本発明は、デジタルホログラフィを用いて、例
えば高炉内等において堆積した状態にある装入物等の被測定物の粒子の形状を従来よりも
より速く撮像し、粒度を精度よく測定することを第１の目的とし、さらに粒度の粗い粒子
でも、外面形状の測定を可能とする技術を提供ことを第２の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本願発明の粒度測定装置は、粒状の物質からなる被測定物に可干渉なビームを照射し、
その反射光と参照光との干渉縞をカメラで撮像してホログラム画像を得て、該ホログラム



(5) JP 2010-25663 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

画像から前記被測定物の形状データを導出して、該形状データから被測定物の粒度を調べ
る粒度測定装置であって、前記可干渉なビームを出射する光源手段と、前記可干渉なビー
ムを分岐し、一方のビームを前記被測定物の表面に照射し、他方のビームである参照波と
、前記一方のビームが前記被測定物の表面で拡散反射した物体波とを干渉させて干渉縞を
生成するホログラム生成用干渉光学系と、前記干渉縞を撮像してホログラムの画像データ
を出力する撮像手段と、前記ホログラムの画像データを用いて、回折計算の逆変換演算に
よって前記被測定物の表面の凹凸情報を含む復元データを算出し、該復元データに基づき
前記被測定物の粒度を導出するデータ処理手段と、からなることを特徴とする。
【００１４】
　また他の発明の粒度測定装置は、前記ホログラム生成用干渉光学系は、前記参照波のビ
ームの光路中に該ビームに所定の位相遅延を付与するための位相遅延器を具備することを
特徴とする。
【００１５】
　また他の発明の粒度測定装置は、前記データ処理手段は、前記ホログラムの画像データ
について回折計算の逆変換演算を高速フーリエ変換により実行して再生像を算出し、該再
生像から位相接続により前記被測定物の各粒子の３次元形状データである前記復元データ
を導出し、該復元データに基づき前記各粒子の形状を予め設定した所定の形状で近似して
該各粒子の大きさを算出して、前記被測定物の粒度を導出することを特徴とする。
【００１６】
　また他の発明の粒度測定装置は、前記光源手段は、可干渉な第１のビームと、該第１の
ビームと波長が異なり可干渉な第２のビームとを別々に出射でき、前記データ処理手段は
、前記第１のビーム及び第２のビームそれぞれにより得たホログラムの画像データに対し
て、回折計算の逆変換演算を高速フーリエ変換により実行して第１の再生像及び第２の再
生像を算出し、該第１の再生像及び第２の再生像の位相差を算出して新たな再生像を得て
物体の表面形状を算出することを特徴とする。
【００１７】
　また他の発明の粒度測定装置は、前記光源手段は、赤外波長域の可干渉ビームを出射す
ることを特徴とする。
【００１８】
　本願発明の粒度測定方法は、粒状の物質からなる被測定物に可干渉なビームを照射し、
その反射光と参照光との干渉縞をカメラで撮像してホログラム画像を得て、該ホログラム
画像から前記被測定物の形状データを導出して、該形状データから被測定物の粒度を調べ
る粒度測定方法であって、前記可干渉なビームを光源から出射する手順と、前記可干渉な
ビームを分岐し、一方のビームを前記被測定物の表面に照射し、他方のビームである参照
波と、前記一方のビームが前記被測定物の表面で拡散反射した物体波とを干渉させて干渉
縞を生成するホログラム生成手順と、前記干渉縞を撮像してホログラムの画像データを出
力する撮像手順と、前記ホログラムの画像データを用いて、回折計算の逆変換演算によっ
て前記被測定物の表面の凹凸情報を含む復元データを算出し、該復元データに基づき前記
被測定物の粒度を導出するデータ処理手順と、からなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明は、デジタルホログラフィにて被測定物の粒子の形状そのものを測定する方法で
あるので、従来よりも広い範囲を高速に撮像して画像データを取得することが可能であり
、撮像した画像データに基づいて粒度を高速に精度よく、回折計算の逆演算により被測定
物の３次元の形状データを復元することが可能である。そして、当該３次元の形状データ
に基づいて、各粒子の大きさ及び粒度を迅速・的確に評価することができる。又、長波長
光源を用いるので粗度の粗い高炉装入物でも粒子の形状の測定が可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の粒度測定装置および測定方法を好適に実施するための形態を、粒状の堆
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積物を被測定物の一例として、図面を参照して詳細に説明する。なお、本明細書及び図面
において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については、同一の符号を付するこ
とにより重複説明を省略する。
【００２１】
　以下の説明においては図１，２を用いて粒度測定装置の配置と構成の概略を説明した後
に、当該装置の構成要素および粒度測定方法について他の図面も参照して詳細に説明する
。なお、より具体的実施の形態については、実施例にて詳細に説明する。
【００２２】
　図１は本実施の形態の粒度測定装置の概略構成の一例を示したものである。
　図１の粒度測定装置を構成する、ホログラムを得るためのホログラム生成用干渉光学系
（ホログラム記録用干渉光学系とも言う。）の一例の光路について説明する。例えば波長
を可変することができる光源手段の一例であるレーザ光源１から出射されたレーザ光（可
干渉光ビーム）２は反射ミラー３で行路を曲げられた後、ビーム径拡大光学系４によりレ
ーザ光のビーム径が拡大される。レーザ光２の約半分（強度について）がハーフミラー５
により反射された光ビーム２ａ（一方のビーム、照射光の一例）は、被測定物６に照射さ
れ、被測定物６で拡散反射した光は被測定物表面の明るさ（反射率）と表面の凹凸情報を
持った物体光２ｂとなる。当該物体光２ｂの約半分がハーフミラー５を透過し、撮像手段
の一例であるカメラ１０の開口に入射する。用いるカメラ１０の撮像素子は、レーザ光の
波長に十分な感度を有するものを用いればよい。例えば、可視光や近赤外光域のレーザ光
についてはＣＣＤやＭＯＳタイプの撮像素子を用いることができる。その他の波長域につ
いても感度を有する撮像素子が知られている。
【００２３】
　他方、ビーム拡大光学系４で拡大された光ビーム２のうちハーフミラー５を透過した参
照光２ｃ（他方のビームの一例）は、減衰フィルタ７を透過後、反射ミラー８により反射
され、再び減衰フィルタ７を透過しその半分がハーフミラー５で反射し、カメラ１０に入
射する。カメラ１０にはレンズを装着していないので、カメラ１０の撮像面１０ａはホロ
グラム面となり、物体光２ｂと参照光２ｃが干渉縞を結ぶ。
【００２４】
　次に図１の干渉光学系を構成する主要な光学要素それぞれについて説明する。拡大光学
系４は、例えば凹レンズ４ａと凸レンズ４ｂにて構成されビーム径を拡大させるが、二つ
のレンズ間の距離を変化させることにより発散の角度を調整して、平行光又は発散光にす
ることができる。本実施の形態では、遠方の被測定物６の広い範囲を撮影するために所定
の０度以上の角度で発散させている。減衰フィルタ７は、参照光２ｃの強度を減衰させ、
カメラ１０の撮像面１０ａで参照光２ｃと物体光２ｂの作る干渉縞のコントラストを向上
させるように、減衰率を選択して挿入する。減衰フィルタ７は、フィルタ内部の物質の吸
収により透過率を調整する吸収型の減衰フィルタであるが、物体光２ｂが微弱になると減
衰フィルタ表面での反射も無視できなくなるため、減衰フィルタ７を参照光２ｃの光軸に
対して傾けて減衰フィルタ表面による反射光がカメラ１０に入射しないようにする。又、
減衰フィルタ７は、参照光２ｃの透過に際して位相を変化させないものが好ましい。カメ
ラ１０の前面（開口）には狭帯域フィルタ１０ｂを取り付けており、レーザ光源１の発振
波長を含む帯域の光のみを透過させる。位相遅延器の一例として、参照光２ｃの光軸方向
に移動可能な微動ステージ９に反射ミラー８が取り付けられており、反射ミラー８と撮像
面１０ａの間の光路長を変化させて参照光２ｃの位相を物体光２ｂの位相に対し相対的に
遅延させ、位相シフトデジタルホログラフィ法を実現する。微動ステージ９の位置は、移
動の最小単位である１／８波長のさらに１／１０以下の細かい精度で決められることが好
ましい。カメラ１０からは、物体光２ｂと参照光２ｃが撮像面で干渉した結果得られた干
渉縞の輝度値の２次元平面分布（ホログラム）が、画像データとして出力される。
【００２５】
　なお、図１に示した光学系の配置は一例であって、ホログラフィに用いられる公知の光
学系をそのまま、又は適宜修正することにより、構成することができる。又、各レーザ光
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の光路は、被測定物の形態及び設置位置に応じて適宜ミラー等を用いて構成すればよい。
【００２６】
　図１の本実施の形態の粒度測定装置を構成する制御部について説明する。
　制御部は、レーザ光源１の発振を制御するレーザ制御器１２、微動ステージ９の位置を
制御するステージ制御器１３、および、データ処理・制御装置１１とからなる。データ処
理・制御装置１１は、レーザ制御器１２、ステージ制御器１３、およびカメラ１０を、ホ
ログラムを得るために統括制御するだけでなく、データ処理手段の一例としてカメラ１０
から出力された画像データを入力し画像処理や、画像処理された画像データに基づき粒状
の被測定物６の粒度の演算も行う。
【００２７】
　データ処理・制御装置１１は、例えば、レーザ光を用いて干渉縞をカメラで撮像して画
像データを取得するために、レーザ制御器１２、ステージ制御器１３、及びカメラ１０を
制御し、又、画像データを入力するためのＩ／Ｏポートを具備し、さらに測定結果を表示
するためのディスプレイ（表示部の一例）１１ｂ、キーボード（入力部の一例）１１ｃ、
マウス（図示せず）、及び記憶装置（図示せず）を有するパーソナルコンピュータ１１ａ
で構成することができる。さらに、他のコンピュータ等と通信可能なネットワークボード
を具備しても良い。又、パーソナルコンピュータの代わりに、ＭＰＵ（Ｍｉｃｒｏ　Ｐｒ
ｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）を用いて上記と同等の機能を有する専用機として構成して
も良い。
【００２８】
　次にデータ処理・制御装置１１における上記の構成を用いた、ホログラムを得るための
制御手順とデータ処理手順について説明する。まず、制御手順について説明する前に、本
実施の形態の本粒度測定装置の測定原理を説明するために、要素技術として用いる、公知
技術であるデジタルホログラフィと位相シフト法の原理、再生計算の方法、および、等高
線間隔を拡大する二波長法の原理について要点を説明する。
【００２９】
　＜測定原理の説明＞
　　（デジタルホログラフィの原理）
　図２は、デジタルホログラフィの光学系の透過配置の構成の一例を模式的に示したもの
で、軸外し光学系とも呼ばれる。レーザ光１０２はハーフミラー５によって物体１０６へ
の照射光１０２ａと参照光１０２ｃへ分けられる。説明を簡単にするため、ここでは照射
光１０２ａと参照光１０２ｃとは強度が一様な平面波とする。物体への照射光１０２ａは
物体１０６を透過（または反射）した後、物体光１０２ｂとしてカメラ１１０へ入射する
。照射光１０２ａは物体１０６を透過する際に物体の形状や、物体１０６と空気の光学的
物性の差異により光軸と直交する面内位置で光路長が異なり、透過して得られる物体光１
０２ｂの位相が当該面内位置で変化する。又、物体１０６が光を反射する反射配置のとき
には、物体の表面の凹凸形状により反射光である物体光１０２ｂの位相が当該面内位置で
変化する。参照光１０２ｃは反射ミラー１０８で反射した後、カメラ１１０へ入射する。
物体光１０２ｂと参照光１０２ｃはカメラの撮像素子の受光面である撮像面１１０ａで干
渉縞を結ぶ。干渉縞の間隔は参照光１０２ｃの光軸と物体光１０２ｂの光軸がなす角θが
大きくなると小さくなる。図２はθが零ではない有限値（正値）の軸外し（ｏｆｆ－ａｘ
ｉｓ）と呼ばれる光学系を示しているが、デジタルホログラフィの場合、干渉縞の間隔を
撮像素子の画素サイズより小さくすると干渉縞を記録できなくなるので実用上θは数度以
下とする。
【００３０】
　図２に示した物体１０６と撮像面１１０ａの位置関係を図３に示す。物体１０６へ照射
される照射光１０２ａの光軸をｚ軸にとり、長方形の撮像面１１０ａはｚ軸に垂直にとり
、撮像面の辺に平行にＸ軸とＹ軸をとる。また、およそ撮像面１１０ａから垂直距離Ｚｏ
にある物体１０６の位置に、Ｘ軸、Ｙ軸それぞれと平行なｘ軸、ｙ軸をとり、ｘｙ座標平
面を物体面１１０ａ’とする。撮像面上での物体光１０２ｂと参照光１０２ｃの複素振幅
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をそれぞれＵ（Ｘ，Ｙ），Ｒ（Ｘ，Ｙ）とすると、撮像面上で検出される干渉縞の強度分
布Ｉ（Ｘ，Ｙ）（以下では単に「干渉縞Ｉ」とも記す）は（１）式のように与えられる。
【００３１】
【数１】

【００３２】
　（１）式の第一項｜Ｕ｜2＋｜Ｒ｜2は干渉縞Ｉの０次光、Ｒ＊Ｕを１次光、ＲＵ＊を－
１次光に対応した複素振幅である。
【００３３】
　物体光１０２ａの複素振幅Ｕ（Ｘ，Ｙ）は、波動光学的に説明すると物体１０６で透過
（または反射）した直後の複素振幅Ｕｏ（ｘ，ｙ）が回折し、有限値の距離（「再生距離
」という）Ｚｏを隔てた撮像面で結んだ像なので、定係数を除き（２）式のように、物体
１０６のあるｘｙ平面での積分を行うフレネル回折積分の形式で書くことができる。
【００３４】
【数２】

【００３５】
　ただし、λをレーザ光の波長とするとｋは波数でありｋ＝２π／λである。
【００３６】
　逆に撮像面１１０ａ上で結んだ物体光１０２ｂの複素振幅Ｕ（Ｘ，Ｙ）がわかれば、（
３）式のような複素振幅Ｕ（Ｘ，Ｙ）の逆変換にて物体像Ｕｏ（ｘ，ｙ）を再生すること
ができる。
【００３７】
【数３】

【００３８】
　物体光１０２ａの複素振幅Ｕは直接には観測できないが、（１）式で参照光Ｒが強度分
布が一様な平面波とすると一次光の複素振幅Ｒ＊ＵはＵに比例し、複素振幅ＲＵ＊はＵ＊

に比例する。このため、（３）式にＵの代わりに、カメラ１１０で撮像されて出力される
画像データである干渉縞I（Ｘ，Ｙ）を代入し、回折計算にて逆変換を行い、（１）式を
構成する０次光、＋１次光、－１次光の成分の逆変換に対応して物体像Ｕｏ（ｘ，ｙ）に
あたる画像データを導出すると、図４のように再生像にそれぞれ０次像、直接像（物体像
）、及び、ボケた共役像が重なって現れる。再生時に指定する撮像面１１０ａから物体面
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１１０ａ’までの距離Ｚｏが大きくなると、図５のように再生像が小さくなり０次像、直
接像、共役像を分離可能である。しかし、直接像が再生像全体に占める面積は画素数の割
合にして１／３×１／３＝１／９程度と少なくなる。
【００３９】
　以上は、物体１０６が透明体又は半透明体であるときの透過配置の光学系を例にした説
明であるが、物体１０６が反射体であるときの反射配置においても、カメラ１１０で撮像
されて出力される画像データを基づいて複素振幅Ｕ（Ｘ，Ｙ）の逆変換にて物体像Ｕｏ（
ｘ，ｙ）を再生することについて、光路は異なるが、その他の点においては全く同様の説
明が可能である。以下の説明においても同様の議論が可能である。
【００４０】
　　（位相シフトデジタルホログラフィの原理）
　もし、再生距離Ｚｏを大きくできない場合、またＺｏが大きく０次像、直接像、共役像
を分離できる場合であっても再生像の画素数を有効に使いたい場合に、位相シフト法によ
れば、直接像（物体像）のみを再生可能である。図６は位相シフト法の光学系の一例を模
式的に示したものである。これは、図２で示した軸外し光学系と異なり、さらに参照光側
に反射ミラー１０８’と、物体光と参照光の光軸をほぼ一致させて撮像面に入射させるた
めのハーフミラー１０５’とを設けている、同軸（ｏｎ－ａｘｉｓ）と呼ばれる光学系で
ある。そして参照光側の光路内に位相遅延器１０９を設けている。位相遅延器で物体光に
対する参照光の位相遅延量δを付加し、位相遅延を受けた参照光の複素振幅を明示的にＲ
・ｅｘｐ（ｉδ）とすると、干渉縞の強度Ｉ（δ）は以下の（４）式のように表される。
【００４１】

【数４】

【００４２】
　位相遅延量δを例えばδｎ＝ｎ・π／２（ｎ＝０，１，２）として、複数の位相遅延量
それぞれの干渉縞（ホログラム）の強度Ｉ（δｎ）（ｎ＝０，１，２）をとり、（４）式
を用いて以下の（５）式のようにホログラムを重ね合わせた合成ホログラムＨ（Ｘ，Ｙ）
を計算すると、Ｈ（Ｘ，Ｙ）は参照光の複素振幅の共役と物体光の複素振幅の積Ｒ＊（Ｘ
，Ｙ）・Ｕ（Ｘ，Ｙ）に比例する。
【００４３】
【数５】

【００４４】
　参照光が平行光の場合のように強度分布が一様な平面波とみなせる場合、Ｒ（Ｘ，Ｙ）
＝一定となるので、合成ホログラムＨ（Ｘ，Ｙ）はＵ（Ｘ，Ｙ）に比例する。したがって
Ｈ（Ｘ，Ｙ）をＵ（Ｘ，Ｙ）として（３）式に入力し逆変換すれば、０次像と共役像の重
なりのない直接像のみの再生像が得られる。以上が位相シフトデジタルホログラフィの原
理である。
【００４５】
　物体への照射光１０２ａと参照光１０２ｃが平行光でなく、ともに焦点を同一にする発
散光である場合の再計算の方法について説明する。
【００４６】
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　物体面における照射光１０２ａの波面（等位相面）の曲率半径をＲａ、参照光１０２ｃ
の撮像面１１０ａにおける曲率半径をＲｃとする。また物体像および撮像面１１０ａにお
ける参照光１０２ｃの複素振幅をそれぞれＶｏ（ｘ，ｙ）、Ｒ（Ｘ，Ｙ）とすると、物体
像Ｕｏ（ｘ，ｙ）及び参照光の複素振幅は、定係数を除き以下の式（６）、（７）のよう
に表される。
【００４７】
【数６】

【００４８】

【数７】

【００４９】
　一方（５）式よりＵ（Ｘ，Ｙ）∝Ｒ（Ｘ，Ｙ）・Ｈ（Ｘ，Ｙ）、すなわち定係数を除い
て（８）式のようになる。
【００５０】
【数８】

【００５１】
　以上のように物体への照射光１０２ａと参照光１０２ｃが発散光であるときには、（３
）式のＵｏ、Ｕを（６）、（８）式で置き換えた後、物体像Ｖｏを求めればよい。
【００５２】
　以下、簡単のため、物体への照射光と参照光が平行光の場合について説明することにし
、照射光と参照光が発散光の場合は、以上の置き換えを行って物体像Ｖｏを求めることと
する。
【００５３】
　　（再生計算の方法）
　（３）式を計算機で、Ｘ，Ｙの離散値（各画素の位置）について離散的に計算する場合
、式どおりに単純に多重積分計算を実行すると非常に時間がかかるので、通常、ＦＦＴ（
高速フーリエ変換、Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）を用いることが多
い。以下で詳しく説明するように、（３）式を、物体光の複素振幅Ｕと（９）式で表され
る二次位相関数Ａとのコンボリューションと見るか、又は、さらに展開してＵとＡの積の
フーリエ変換と見るかによって、物体像Ｕｏの計算方法が二つある。それぞれの物体像Ｕ

ｏの計算方法はコンボリューション法（あるいはｄｏｕｂｌｅ－ＦＦＴ法）、及びフーリ
エ変換法（あるいはｓｉｎｇｌｅ－ＦＦＴ法）と呼ばれる（両者は回折計算の逆変換演算
の一例）。
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【００５４】
【数９】

【００５５】
　　　（第１の再生計算方法：コンボリューション法）
　（３）式の両辺を物体光の複素振幅Ｕと（９）式で表される二次位相関数Ａとのコンボ
リューションと見て、フーリエ変換（ＦＦＴ）すると、（１０）式のように物体像Ｕｏの
フーリエ変換像ＦＦＴ［Ｕｏ］は物体光の複素振幅Ｕのフーリエ変換像と二次位相関数Ａ
のフーリエ変換像の積となる。さらに（１１）式のように逆フーリエ変換することで物体
像Ｕｏ（以下では再生像とも記す）を計算できる。
【００５６】
【数１０】

【００５７】
【数１１】

【００５８】
　二次位相関数Ａのフーリエ変換は二次位相関数となることが解析的にわかっているので
、二回のフーリエ変換により物体像Ｕｏを計算できる。ＦＦＴによりフーリエ変換を実行
する場合、撮像面を含むＸ－Ｙ平面である実空間とそのフーリエ空間ｆＸ－ｆＹ平面に関
し、Ｘ方向とｆＸ方向の空間分解能をそれぞれΔＸ，ΔｆＸとし、ＦＦＴに使用するデー
タ数をＮＸとすると、ＦＦＴの制約によりΔＸ・ΔｆＸ＝１／ＮＸの関係がある。同様に
逆ＦＦＴ（ＦＦＴ－１）によりフーリエ逆変換を実行する場合、フーリエ空間ｆＸ－ｆＹ

平面とその逆空間である物体面ｘ－ｙ平面に関し、ｆＸ方向とｘ方向の空間分解能をそれ
ぞれΔｆＸ，Δｘとすると、逆ＦＦＴの制約によりΔｆＸ・Δｘ＝１／ＮＸの関係がある
。したがって撮像面Ｘ－Ｙ平面と物体面ｘ－ｙ平面の空間分解能ΔｆＸ，Δｘの関係はΔ
Ｘ＝Δｘとなる。以上の議論はＹ，ｆＹ，ｙ方向についても同様である。したがってコン
ボリューション法で再生した場合の物体面上と撮像面上の空間分解能は等しくなり、また
、再生可能な範囲は撮像面の面積と一致する。
【００５９】
　　　（第２の再生計算方法：フーリエ変換法）
　（３）式を展開すると（１２）式のように二次元フーリエ変換の形式で書ける。ただし
、定係数は除いている。
【００６０】
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【数１２】

【００６１】
　（１２）式を撮像面１１０ａの（ＮＸ画素）×（ＮＹ画素）からなる領域における離散
的な位置（Ｘ，Ｙ）で、二次元ＦＦＴによって計算すると、撮像面１１０ａ上のＸ，Ｙ方
向の空間分解能ΔＸ，ΔＹ（例えば画素の間隔）と、物体面１１０ａ’上のｘ，ｙ方向の
空間分解能Δｘ，Δｙとの関係は、ＦＦＴの制約により（１３）式のようになる。
【００６２】
【数１３】

【００６３】
　コンボリューション法では再生距離Ｚｏにかかわらず空間分解能は撮像素子の画素サイ
ズで決定され一定であるが、フーリエ変換法では再生距離Ｚｏが大きくなると物体面上の
空間分解能が粗くなる。しかしながら、コンボリューション法で再生可能な撮像面の面積
より広い範囲を再生可能なので、ここではフーリエ変換法を採用することにする。
【００６４】
　　（二波長法の原理）
　以上で説明した手順によってデジタルホログラフィで再生した物体像Ｕｏ（ｘ，ｙ）の
位相は、透過配置においては物体の厚さ情報を有し、又、反射配置においては物体の凹凸
の表面形状の情報を有している。これら物体の厚さ情報及び凹凸の表面形状の情報を纏め
て表面形状と呼ぶことにする。物体像（再生像）Ｕｏ（ｘ，ｙ）の位相は－πからπの２
πの範囲にあるから、位相接続によって物体全体の表面形状を復元することができる。
【００６５】
　しかしながら、物体の厚さ情報及び凹凸を表す等高線間隔がレーザ光の波長（上記位相
差２πに対応）程度のため、ｍｍオーダー又はそれ以上の厚さ又は凹凸を有する物体の形
状を求めるときには、位相接続回数が多くなり計算に時間がかかる。このため、等高線間
隔を大きくして位相接続回数を少なくする方法として、物体への照射光の波数ベクトルの
大きさや向きを変える前後で二つの物体像を再生し、これらの位相差をとる方法が公知で
ある。ここでは波長を変えて波数ベクトルの大きさを変化させて等高線間隔を大きくする
二波長法を用いる場合について説明する。
【００６６】
　ここで、反射配置を想定して、図７に示すように、光軸方向であるｚ軸に対して垂直な
波面を持ち、波長が微小量Δλだけ異なる波長λ及びλ＋Δλの二つの照射光が物体１０
６に別々に入射して、それぞれの干渉縞をカメラで撮像した場合を考える。物体像の複素
振幅は物体１０６上での照射光の複素振幅にほかならないので、二つの照射光で得られた
それぞれの干渉縞Ｉ１、Ｉ２から、上記の手順で再生した物体像Ｕ１ｏとＵ２ｏの物体面
１１０ａ’の座標（ｘ、ｙ）での位相差は、二波長λ、λ＋Δλのビートに相当するビー
ト間隔で変化する。ビート周波数Δνは（１４）式、ビート間隔Λは（１５）式のように
近似的に表される。
【００６７】
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【数１４】

【００６８】
【数１５】

【００６９】
　反射配置を想定した図７で等高線間隔をＤとすると、等高線上の点Ｏと点Ｐの間の光路
長差は往復で２Ｄなので、上記のビート間隔を等高線間隔とするとΛ＝２Ｄであり、結局
、等高線間隔は（１６）式で表される。
【００７０】
【数１６】

【００７１】
　表面形状すなわち物体面１１０ａ’を基準面とする物体表面の高さをｈ（ｘ，ｙ）とす
ると、ｈは（１６）式の等高線間隔Ｄを単位に測ることができるので、波長λ，λ＋Δλ
で記録・再生した物体像（再生像）を、それぞれ、Ｕ１ｏ（ｘ，ｙ），Ｕ２ｏ（ｘ，ｙ）
とすると、両者の位相差Ａｒｇ（Ｕ１ｏ・Ｕ２ｏ

＊）と高さｈとの関係は以下の（１７）
式のようになる。
【００７２】
【数１７】

【００７３】
　ここでＡｒｇ（Ｚ）は複素数Ｚの偏角の主値であり、複素数Ｚの実部Ｒｅ［Ｚ］と虚部
Ｉｍ［Ｚ］の符号にしたがい、－π＜Ａｒｇ［Ｚ］≦πの範囲をとるものとする。また、
ｎ（ｘ，ｙ）は観測量から直接求められず、後の位相接続処理によって決めることができ
る整数である。上記のレーザ光の波長差Δλは所望の等高線間隔Ｄを基に、（１５）、（
１６）式を用いて決定することができる。
【００７４】
　以上のデジタルホログラフィと位相シフト法の原理、再生計算の方法、および、二波長
法を用いる本発明の測定原理の説明を総括すると、本発明の一実施形態に係る粒度測定装
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置における測定方法では、デジタルホログラフィ法を用いて、可干渉光源より出射された
レーザ光を二つに分岐し、一方の光を被測定面に照射し、他方の光を参照光として、参照
光の位相を遅延させて、被測定物の表面から拡散反射した物体光と干渉させて被測定物の
厚さ又は凹凸情報を含む干渉縞の画像データ（ホログラム）を迅速に取得する。（５）式
にしたがって合成した合成ホログラムに対しＦＦＴ（高速フーリエ変換）による回折計算
を実施し、物体像を再生する。以上の画像データの取得と物体像（再生像）の再生を、光
源の波長を変えて２つの波長で実施し、それぞれの波長での物体像の位相差を物体の位相
（Ｕｎｗｒａｐｐｅｄ　Ｐｈａｓｅ）として求めた後に、位相接続処理により物体の表面
形状である３次元形状データを得る。
【００７５】
　＜デジタルホログラフィを用いた粒度測定方法＞
　　（データ採取のための制御手順）
　次に図１に示した本実施の形態の粒度測定装置のデータ処理・制御装置１１による、被
測定物６についての干渉縞の画像データを採取するための制御手順について図８を用いて
説明する。
【００７６】
（Ｓ２０１）データ処理・制御装置１１からレーザ光源１の発振を制御するレーザ制御器
１２に波長設定命令を送り、レーザ１の発振波長をλ、あるいはλ＋Δλを所望の測定条
件に基づき設定する（可干渉なビームを光源から出射する手順の一例）。
（Ｓ２０２）データ処理・制御装置１１から位相遅延制御器１３に位相遅延設定命令を送
り、位相遅延器９の位相を例えば、δ＝０，π／２，πのいずれかに設定する。
（Ｓ２０３）カメラ１０で干渉縞を撮像してホログラムの画像データを出力する（ホログ
ラム記録手順，撮像手順の一例）。次に、ホログラムの画像データをデータ処理・制御装
置１１で記録する。
（Ｓ２０４）（Ｓ２０２）～（Ｓ２０３）の手順を、例えば、δ＝０，π／２，πそれぞ
れに対する画像データを得るべく位相遅延回数分だけ繰り返す。
（Ｓ２０５）（Ｓ２０１）～（Ｓ２０４）の手順を波長（λ、λ＋Δλ）設定回数分だけ
繰り返す。
【００７７】
　以上により、後の物体（被測定物）像の再生、形状復元、粒度計算に必要なホログラム
の画像データを採取する。
【００７８】
　　（被測定物像の再生手順）
　次にデータ処理・制御装置１１で行う物体像の再生処理の手順について、図９を用いて
説明する。なお、以下で説明する再生処理の手順から粒度評価手順等までの手順は、デー
タ処理手順の一例である。
【００７９】
（Ｓ３０１）測定した波長（λ又はλ＋Δλ）を指定する。
（Ｓ３０２）位相遅延（例えば、δ＝０，π／２，π）を指定する。
（Ｓ３０３）上記で指定した波長、位相遅延で採取したホログラムデータを読み込む。
（Ｓ３０４）（Ｓ３０２）～（Ｓ３０３）を位相遅延回数分だけ繰り返す。
（Ｓ３０５）（５）式にしたがって、読み込んだホログラムを重ね合わせて合成ホログラ
ムＨ（Ｘ，Ｙ）を作成する。
（Ｓ３０６）再生距離Ｚｏを設定する。
（Ｓ３０７）（１２）式（または（１１）式）にしたがって、指定した波長での再生像Ｕ

ｏを計算し、保存する。
（Ｓ３０８）（Ｓ３０１）～（Ｓ３０７）を二波長（λ及びλ＋Δλ）分繰り返す。
（Ｓ３０６）で被測定物の位置として再生距離Ｚｏを指定する必要があるが、他の距離測
定手段（例えば市販のレーザ距離計等）で測った撮像面から物体面までの作動距離がわか
っているのであれば、この測定値を指定する。
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【００８０】
　もし、作動距離が不明ならば、図１０に示すように以下の手順で推定することができる
。
（Ｓ３０６１）二波長λ，λ＋Δλいずれかの波長を指定する。
（Ｓ３０６２）指定した波長に対応する上記の合成ホログラムＨ（Ｘ，Ｙ）を読み込む。
（Ｓ３０６３）再生距離Ｚｏの初期値Ｚ１、刻みΔＺ、再生計算回数Ｍを指定する。
（Ｓ３０６４）第ｍ回目の計算での再生距離Ｚｏ（Ｚｏ＝Ｚ１＋（ｍ－１）×ΔＺ）を設
定する。
（Ｓ３０６５）再生像Ｕｏを計算する。
（Ｓ３０６６）再生像の振幅｜Ｕｏ｜の分散を計算・保存する。
（Ｓ３０６７）（Ｓ３０６４）～（Ｓ３０６６）を再生計算の指定回数Ｍ回だけ（ｍ＝１
，２，・・・，Ｍ）繰り返す。
（Ｓ３０６８）振幅分散値が極大になる再生距離Ｚｏを撮像面から物体面までの作動距離
と推定する。この計算では、再生距離が実際の作動距離に近づくにしたがって、焦点が合
って被測定物がはっきり識別できるようになるので振幅分散値が大きくなることに基づい
て、撮像面から物体面までの作動距離を導く。
【００８１】
　　（被測定物の表面形状の復元手順）
　次に、被測定物の表面形状を復元する手順について図１１を用いて説明する。
（Ｓ４０１）二波長（λ及びλ＋Δλ）それぞれの再生像Ｕｏを読み込む。
（Ｓ４０２）両再生像の各座標（ｘ，ｙ）における位相差を計算する。
（Ｓ４０３）位相差を位相接続して被測定部表面の形状を復元して、３次元の形状データ
である復元データを得る。
（Ｓ４０４）復元データにおいて粒子とみなされる領域の条件である輝度や面積などのパ
ラメータを設定する。
（Ｓ４０５）復元データにおいて、被測定物の外形面を構成する各粒子に属す内部領域（
すなわち粒子表面）を、以下で説明するようにして抽出する。
（Ｓ４０６）復元データにおいて、各粒子に属す内部領域の３次元形状データから、以下
で説明するように形状パラメータを計算する。
（Ｓ４０７）（Ｓ４０５）～（Ｓ４０６）を、被測定物の再生した領域に含まれる粒子の
数だけ繰り返す。
【００８２】
　上記の（Ｓ４０４）～（Ｓ４０５）における粒子の抽出方法は、例えば、二波長の再生
像のうちどちらか一方の振幅画像、あるいは両方の振幅画像の積画像をもとに各画素の輝
度値の分布で構成された２次元画像を導出し、よく画像処理分野で用いられるような画像
処理のＢｌｏｂのラベリング処理により、輝度が明るく一定の面積以上の部分を粒子とみ
なして各粒子の領域を抽出する。ここで、「Ｂｌｏｂ」とは振幅画像において、一定以上
の輝度、面積を有する単連結領域のことで、ここでは粒子のことである。
【００８３】
　なお、各粒子の境界付近で位相がとれず、測定面全体の表面形状を計算できないことが
ある場合は、図１１に示した手順の代わりに、図１２に示すように、粒子抽出Ｓ４０５を
行った後に、粒子ごとに位相接続Ｓ４０３を実施してもよい。なお、図１２の各手順の符
号を、図１１の場合と対応させて付記した。
【００８４】
　図１１及び図１２の手順において、形状パラメータ計算・保存処理（Ｓ４０６）では例
えば、上記の３次元の形状データである復元データにおいて、粒子に属す内部領域の３次
元形状データを球面で近似し、当該球面の直径を求めることで、粒子の形状を示す代表値
とする。なお、粒子の形状を、一般的な楕円体面、あるいは二次曲面に最小二乗法で近似
させることも可能であるが、主軸まわりの回転、中心の並進を考えると、モーメント成分
が非常に多くなるため、ここでは、説明を簡単にするために、各粒子の３次元表面形状デ
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ータを球面で線形の最小二乗近似を行う方法を示す。
【００８５】
　粒子の表面形状を（１８）式で表される球面で最小二乗法により近似することを考える
と、（１９）式の残差が最小になるように中心座標ａ，ｂ，ｃと半径ｄを定めればよい。
（１９）式の和はサンプル番号についてｉについてとるものとする。
【００８６】
【数１８】

【００８７】
【数１９】

【００８８】
　（１９）式の残差Ｅが最小となる必要条件∂Ｅ／∂ａ＝０，∂Ｅ／∂ｂ＝０，∂Ｅ／∂
ｃ＝０より、中心座標ａ，ｂ，ｃと半径ｄは以下の（２０）式の連立方程式を解いて求め
られる。
【００８９】

【数２０】

【００９０】
　ここで（２０）式の和はサンプル番号ｉについてとったものであり、Ｎはサンプル数で
ある。
【００９１】
　以上の復元データに対する、形状パラメータ計算・保存処理Ｓ４０６における計算によ
って、（１８）式の半径ｄに対し例えば直径２ｄを形状パラメータの粒径として得て、デ
ィスプレイへ出力及び記憶装置へ保存する。
【００９２】
　各粒子の３次元表面形状データを、（２１）式のように一般的な球体や楕円体、直方体
立方体、または多角錘体などおの所定の形状にあてはめる（ここでは例えば楕円体に近似
する）場合、（１９）式の残差Ｅが最小になる必要条件∂Ｅ／∂ａｊｋ＝０，∂Ｅ／∂ｂ

ｋ＝０を満たす係数ａｊｋ，ｂｋを（２０）式と同様に連立方程式に書き下して解けばよ
い。係数を求めた後、（２１）式を対角化して楕円体面の標準形に直し、各主軸の長さを
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、粒径を表すパラメータとして求めてもよい。
【００９３】
【数２１】

【００９４】
　＜粒度評価手順＞
　上記の＜デジタルホログラフィを用いた粒度測定方法＞で説明した各手順を順次実行し
て、高炉炉頂面における装入物の粒度評価をするときを例として、粒度評価手順について
図１６を用いて説明する。
【００９５】
（Ｓ５０１）高炉炉頂面の水平方向の領域を炉径方向と炉周方向に分割した粒度評価範囲
を設定する。
（Ｓ５０２）粒度測定装置の撮像位置が粒度評価範囲に合致するように位置設定する。
（Ｓ５０３）粒子の表面形状復元に必要な枚数分（例えば、合成ホログラムＨの作成に必
要な枚数３×２波長分で６枚）だけ撮像してホログラムの画像データを得て保存を行う。
（Ｓ５０４）（Ｓ５０２）～（Ｓ５０３）を粒度評価範囲数分だけ繰り返す。
（Ｓ５０５）保存したホログラムの画像データを読み出し、粒度評価範囲内で個々の粒子
の表面形状を復元し粒径を計算する。
（Ｓ５０６）粒度評価範囲内の個々の粒径から、粒径のヒストグラム（度数分布）や平均
値などの統計量を計算する。
【００９６】
　ヒストグラムは例えば通常の粒度評価に用いるふるいの目の大きさに準じたデータ区間
を粒度として作成する。各粒度評価範囲での粒度の代表値としてはヒストグラムの最頻値
としてもよいし、粒径の平均値を粒度に分類したものをとってもよい。
【００９７】
　（Ｓ５０７）（Ｓ５０５）～（Ｓ５０６）を粒度評価範囲数分だけ繰り返す。以上の手
順では（Ｓ５０２）～（Ｓ５０３）の撮像と（Ｓ５０５）～（Ｓ５０６）の粒度評価の手
順を分けている。これは粒度評価の中で粒子の表面形状の復元に時間がかかる場合を想定
し、炉頂面の堆積状態が変わらないうちに撮像のみを迅速に行いたいからである。粒子の
表面形状の復元に時間がかからない場合、あるいは、堆積状態の変化する時間が復元時間
に比べて十分長い場合には、図１７のように（Ｓ５０２）～（Ｓ５０３）の撮像と（Ｓ５
０５）～（Ｓ５０６）の粒度評価の手順を続けて実施してもよい。
【００９８】
　＜その他の実施の態様＞
　上記の実施の形態では、データ処理・制御装置１１によって、レーザ光源１、位相遅延
器９、カメラ１０のほぼ全てを制御する態様を例として説明した。本発明のその他の態様
としては、各周辺装置の一部又は全部を、それぞれ所望の測定条件になるようにスタンド
アロンに制御し、データ処理・制御装置１１はカメラから入力される画像データから被測
定物の粒度を導出する演算を主として実行するように構成しても良いことは明白である。
【００９９】
　又、上記のいずれの態様においても、各構成が別体の装置として実現されてもよいが、
これに限らず、一部または全部を一体に形成したり、データ処理・制御装置１１に以上で
説明した各手順・処理を実行させるコンピュータ・ソフトウェアを作成して、データ処理
・制御装置１１に内蔵又は外付けのメモリにロードすることにより実施することも可能で
ある。
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【実施例】
【０１００】
　本発明の実施例について図面を参照しながら具体的に説明する。
　本実施例においては光源として赤色の半導体レーザ（ＬＤ）を、撮像センサとしてＣＭ
ＯＳカメラを、また位相遅延器としてピエゾステージを用いたモデル実験を行った。
【０１０１】
　ＬＤの波長は注入電流を切り替えることによって二波長をそれぞれλ１＝０．６５９８
５μｍ，λ２＝０．６６０２３μｍとして記録再生を行った。撮像素子の画素サイズはΔ
Ｘ＝ΔＹ＝６μｍ、画素数はＮＸ＝ＮＹ＝２０４８である。撮像面から物体までの距離は
Ｚｏ＝２４７．５ｍｍである。フーリエ変換法で再生を行うと（１３）式より再生像の空
間分解能はΔｘ＝Δｙ＝１３μｍである。また、等高線間隔は（１６）式より０．５７ｍ
ｍである。
【０１０２】
　図１３に測定結果を示す。（ａ）は位相遅延δ＝０のときのホログラム像であり、δ＝
π／２，πのホログラムから（５）式の合成ホログラムＨ（Ｘ，Ｙ）を作成後、再生を行
った。（ｂ）は波長λ１で記録し再生した再生像の振幅であり、（ｃ）は二波長λ１，λ

２で記録し再生した再生像の位相差である。（ｄ）は位相接続によって形状復元した結果
である。復元された４個の粒子についてラベリング後、所定の形状の例として球面近似を
行ったところ、（ｄ）の粒子の上から下、左から右の順で直径がそれぞれ、５．１ｍｍ，
３．２ｍｍ，４．０ｍｍ，４．９ｍｍと算出され、これは実測とほぼ一致した。特に最下
部の粒子については下部分が一部切れているがそれでも、妥当な測定値が得られた。
【０１０３】
　以上のモデル実験では波長可変のレーザ光源を１台用いて、波長を変更して照射するこ
とにより、レーザ光源が波長の異なる第１のビームと第２のビームを別々に（例えば異な
るタイミングにおいて）照射する場合について説明した。しかし、あらかじめ発振波長が
定まった安定化レーザ光源を２台用いて実現することも可能である。図１４では偏光方向
の直交する直線偏光のレーザ光源を２台用いて偏光ビームスプリッターにて両者の光軸を
一致させる例を示す。この場合、レーザ光源１２，１２’は、相互に波長が異なる第１の
ビームと第２のビームとを別々に照射できることになる。
【０１０４】
　以上のモデル実験では、位相遅延器はピエゾステージを用い参照光の光路長を変化させ
ることで位相遅延を行ったが、２台のレーザ光源１２，１２’例えば１／８波長板と１／
４波長板を組み合わせ、これらの光学軸（速軸・遅軸）を参照光の偏光方向と合わせるこ
とにより、位相遅延を行ってもよい。
【０１０５】
　図１８は以上のモデル実験で実施した位相遅延と二波長切替えのタイミングを示した図
である。δ＝０，π／２，πそれぞれの位相遅延の保持時間はカメラの露光時間よりも長
く設定した。波長の保持時間は３回分の位相遅延の保持時間よりも長く設定したが、図１
９のようにマルチパルス発振でもよく、パルス幅は露光時間よりも長くても短くてもよい
。以上の例では位相遅延の切替えに要する時間が波長の切替えに要する時間よりも短いと
して、波長を一定に保持して位相遅延を切り替える例を示した。波長の切替えに要する時
間が位相遅延の切替えに要する時間よりも短いならば、位相遅延を一定に保持して波長を
切り替える方式でもよい。
【０１０６】
　また、以上のモデル実験では可視光を用いたが、炉内の雰囲気は可視光が粉塵による散
乱で減衰を受けるため、散乱の影響の小さい、なるべく長波長の光あるいはマイクロ波が
望ましい。例えば、長波長光源としては波長１０．６μｍ帯のＣＯ２レーザ等があり、波
長１４μｍ程度までならば赤外カメラ等も存在する。これより長波長のマイクロ波の場合
、現時点で商用のアレイ型撮像素子は手に入りにくく、手に入るようならばそれを使用す
ることも可能であるが、感熱液晶のように赤外の熱を可視光に変換する素子をカメラの前
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に配置することで実現できる。例えば、図１５の１５は熱－光変換素子を示しており、１
５ａは感熱材料で、物体側の前面に波源の波長の波を透過させる材料１５ｂと、カメラ側
の後面を可視光に対し透明で、かつ望ましくは波源の波長の波を透過させない材料１５ｃ
ではさんだものである。この場合、熱－光変換素子１５がホログラム面となるため、カメ
ラ１０にはレンズ１０ｃを取り付け、熱－光変換素子に焦点が合うようにする。実施例で
は位相シフト法を用いる例を示したが、カメラから物体までの作動距離が長くなれば図４
に示したように直接像、０次像、共役像が分離する。カメラの画素数が十分多ければ直接
像のみが写る再生像の領域のみを使って、位相遅延を行わずに表面形状を復元してもよい
。
【０１０７】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されないことは言うまでもない。本発明の属する技術の分野におけ
る通常の知識を有する者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内にお
いて、各種の変更例または修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても当
然に本発明の技術的範囲に属するものと了解される。
【０１０８】
　尚、本明細書において、フローチャートに記述された手順は、記載された順序に沿って
時系列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理されなくとも、並列的に又
は個別的に実行される処理をも含む。また時系列的に処理される手順でも、場合によって
は適宜順序を変更することが可能であることは言うまでもない。
【図面の簡単な説明】
【０１０９】
【図１】本発明の実施の形態に係る粒度測定装置の一例の構成を示す図である。
【図２】軸外し型デジタルホログラフィの構成を模式的に示した説明図である。
【図３】物体面と撮像面の座標系を示した図である。
【図４】直接像、０次像、および共役像が重なって再生された場合を模式的に示す図であ
る。
【図５】直接像、０次像、および共役像が分離して再生された場合を模式的に示す図であ
る。
【図６】同軸型の位相シフトデジタルホログラフィの光学系を模式的に示した図である。
【図７】二波長で記録・再生する場合の等高線と物体の関係を模式的に示す図である。
【図８】本発明の実施の形態における撮像の手順の一例を示す図である。
【図９】本発明の実施の形態における再生の手順の一例を示す図である。
【図１０】本発明の実施の形態における撮像面から物体面までの作動距離推定の手順の例
を示した図である。
【図１１】測定面全体の位相接続を行ってから、粒子の形状を評価する本発明の実施の形
態の手順の例を示したものである。
【図１２】粒子の占める内部領域を抽出し、個々の粒子の位相接続を行ってから、粒子の
形状を評価する手順の一例を示したものである。
【図１３】本発明の実施例における記録と再生結果の例を示した図である。
【図１４】本発明の実施の形態のレーザ光源が一台の波長可変光源でなく、二台の波長安
定化光源から構成されている場合を示す図である。
【図１５】長波長の波源を使用し、撮像系を熱光変換素子により構成する場合を示した図
である。
【図１６】撮像のみを繰り返し迅速に実施した後、粒度をまとめて評価する手順の例を示
したものである。
【図１７】撮像に続いて粒度評価を繰り返し行う手順の例を示したものである。
【図１８】波長の切替えと位相遅延の切替えのタイミングを示す図である。
【図１９】光源がマルチパルス発振の場合の、波長の切替えと位相遅延の切替えのタイミ
ングを示す図である。



(20) JP 2010-25663 A 2010.2.4

10

20

30

40

【符号の説明】
【０１１０】
　１，１’　　レーザ光源
　２　　　　　レーザ光
　２ａ　　　　物体への照射光
　２ｂ　　　　物体からの拡散反射光（物体光）
　２ｃ　　　　参照光
　３，３’　　全反射ミラー
　４　　　　　ビーム拡大光学系
　４ａ　　　　ビーム拡大光学系を構成する凹レンズ
　４ｂ　　　　ビーム拡大光学系を構成する凸レンズ
　５　　　　　ハーフミラー
　６　　　　　被測定物
　７　　　　　減光フィルタ
　８　　　　　全反射ミラー
　９　　　　　位相遅延器（ピエゾステージ）
　１０　　　　カメラ
　１０ａ　　　カメラの撮像面
　１０ｂ　　　狭帯域フィルタ
　１０ｃ　　　レンズ
　１１　　　　データ処理・制御装置
　１１ａ　　　データ処理・制御装置本体
　１１ｂ　　　データ処理・制御装置の表示部
　１１ｃ　　　データ処理・制御装置の入力部
　１２，１２’　　レーザ制御器
　１３　　　　ピエゾ制御器
　１４　　　　偏光ビームスプリッター
　１５　　　　熱－光変換素子
　１５ａ　　　熱－光変換素子を構成する感熱材料
　１５ｂ　　　熱－光変換素子を構成する前面パネル
　１５ｃ　　　熱－光変換素子を構成する後面パネル
　１０２　　　レーザ光
　１０２ａ　　物体への照射光
　１０２ｂ　　物体光
　１０２ｃ　　参照光
　１０５，１０５’　　ハーフミラー
　１０６　　　物体
　１０８，１０８’　　全反射ミラー
　１０９　　　位相遅延器
　１１０　　　カメラ
　１１０ａ　　カメラの撮像面
　１１０ａ’　物体面
　１１１　　　データ処理・制御装置
 



(21) JP 2010-25663 A 2010.2.4

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図８】



(22) JP 2010-25663 A 2010.2.4

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】



(23) JP 2010-25663 A 2010.2.4

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】 【図１９】



(24) JP 2010-25663 A 2010.2.4

【図７】
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